
を核とした

有機的な繋がりが広がる町の実現
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山都町の概要・課題

・地域資源の付加価値向上
・域外への所得流出
地域経済循環率：55.2％

・元気な高齢者の活躍の場
65歳から75歳までの匠生産年齢人
口：3,047人（R3.2末）
・地域の担い手育成

・農村景観の維持
・耕作放棄地（林）の増加
34,883a（H12）→41,196a（H27)

経済 社会 環境

・九州のへそ・・・南阿蘇外輪山と標高1,600ｍ

以上の山々が連なる九州脊梁山地に囲まれ、
九州の中央に位置する
・町の面積・・・544.67㎢（県内で３番目に広い）
・人口・・・13,349人（高齢化率51.2％ 県内1位
令和2年熊本県推計人口による）

基幹産業・・・農林業：住民の約40％が第1次産業に従事
山都町農業の強み
●「有機JAS認証登録事業者数」日本一
●県内自治体初の「くまもとグリーン農業宣言」（2017年
11月）

●「山都町で農業者になる」＃有機農業＃環境保全型農
業＃高冷地栽培＃中山間地域農業＃移住支援

九州のへそ

課

題

町の特徴
豊かな自然と歴史・文化

星降るまち・・・「山都町星空環境保全条例」（平成
31年1月子ども議会での提案を受け、令和2年3月条
例制定）
自然環境

・「緑川」「五ヶ瀬川」の源流域
・国特別天然記念物「ニホンカモシカ」
・国指定天然記念物「ゴイシツバメシジミ
の生息地」
・「国重要文化的景観」「日本の棚田百選」
歴史・文化

・かんがい施設遺産「通潤用水」
・県指定重要無形文化財「清和文楽人形芝居」
・「八朔祭」「火伏地蔵祭」

天主山のヤマシャクヤク

八朔祭 大造り物

2



三側面をつなぐ統合的取組
地域社会を有機的に結ぶ有機農業「山の都食のブランド」創造事業

①生産者を核としたプラットフォームの形成
②体験型農業等を通した関係人口の増加
③山都町×有機農業×SDGs普及啓発

～有機農業を核とした有機的な繋がりが広がる町の実現～

自治体SDGsモデル事業の概要

経済
有機農業の拡大・推進
安全な食の安定供給

社会
安心安全な「食」の学び
高齢者が元気で活躍できる社会の実現

環境
田園回帰をつなぐ
美しい農村景観の次世代継承

①スマート有機農業の実証
②販路拡大事業
③地産地売システムの構築

④くまもとグリーン農業推進宣言の活動普
及

①新規就農者定着に向けた町内研修体
制の確立
②子どもたちへの農山村体験
③世代間交流
④住環境整備

①エコライフ支援事業

②家畜のふん尿を活用したバイオガス発
電の導入
③竹林整備による農地復元
、竹資源（竹粉）を活用した
土壌改善

有機農
家の増

CO2吸
収量増

求められる田舎
「山の都ブランド」

安心安全な「食」
の地産地売

田園回帰から町
の担い手へ

豊かな自然・美しい
農村景観・伝統文化

を次世代へ

新道の駅概要
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『地域社会を有機的に結ぶ有機農業「山の都食のブランド化」事業』

①生産者を核としたプラットフォームの形成

三側面をつなぐ統合的取組（補助対象事業の概要）①

役場内の政策間連携を図りたい

補助金から脱却し、自立へと方向転換

これまでに育成された人材が活躍する場を
つくりたい

山都町の魅力をもっと知ってもらいたい

有機農業
× SDGs

生産者

・有機農産物の安
定生産
・農業研修生受入
・スマート有機農業

消費者
（町内消費者・
町外消費者）

・グリーン農業宣言
・町内産食材消費

民間団体
（女性の会・子ども食堂）
・町内食材を活用した食育
・町産食材の提供

町
（山都町）

・事業全体の統制
・SDGs普及啓発

地域
（自治振興区・
老人クラブ）

・学びの循環
・世代間交流事業

民間企業

（山都でしか・エネル
ギープロダクト他）
・事業実施主体
・営利事業

山都町地域しごとセンター
・移住者の相談窓口
・空き家バンク

教育
（保小中高）

取り組み（活動）を広げたい

民間や団体の素晴らしい取り組みを継続し
たい

意欲がある住民を応援したい
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『地域社会を有機的に結ぶ有機農業「山の都食のブランド化」事業』

①生産者を核としたプラットフォームの形成

三側面をつなぐ統合的取組（補助対象事業の概要）①

人材育成

・新規就農者研修

・地域を支える人材育成

・移住から就農までのサポート

食のブランド化

・6次産業化

・国産ジビエ認証の取得

様々な関係機関
によるプラット
フォームが、有機
農業を核として経
済・社会・環境を
循環させ、町民・
関係人口の参画
により取り組みを
更に加速させる。

地域循環システム

・バイオガス発電

・エコライフ支援

・体験型農業

菅地域

平成8年か

ら都市農村
の交流体験
ができる九
州初めての
「棚田オー
ナー制度」
を導入

鴨猪水力発
電所(2018.9)

（再生可能エ
ネルギー）

地域活性化
への貢献

モデル的取組 山都町菅地区

地域特産品通
販サイト

「菅（すげー）
ばあちゃんの
おくりもの」

鮎の瀬大橋展
望所設置

山都町
応援団
（シェア田）

地域おこし
協力隊

かんがい用
水路利用に
関する協定

交流

商品の購入

課題
高齢化

持続可能な
農業の実現

「このお米」を
選び食べる

・山都町と東京
をつなぐ

・生産者と消費
者をつなぐ

・「おいしい」と
「健康」をシェア

（持続可能な
地域づくり)

・地元農業体験
・環境教育
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『地域社会を有機的に結ぶ有機農業「山の都食のブランド化」事業』

②体験型農業等を通した関係人口の増加

三側面をつなぐ統合的取組（補助対象事業の概要）②

山都町ファンを増やす

都市部の住民

体験農業
収穫体験

農地オーナー制度

就農希望者

農業体験
農業インターンシップ

山都町に通勤する人

町内での農産物購入
イベント参加

町外に暮らす家族

週末の農作業手伝い
町内での農産物購入
地域行事への参加

地域住民

地域内での交流活動
自治振興区活動
世代間交流

子どもたち

循環型地域づくり
学習・食育

グリーンツーリ
ズム・観光産業

の振興

移住定住の
促進

地産地売の
促進

農村景観・集落
機能の維持

担い手育成
環境教育の
推進
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『地域社会を有機的に結ぶ有機農業「山の都食のブランド化」事業』

③山都町×有機農業×SDGs普及啓発

三側面をつなぐ統合的取組（補助対象事業の概要）③

【町民・団体等への普及】
・町広報誌による、身近な取り組みをSDGs
アイコンを活用しながら紹介
・民間団体の自発的な活動を支援
・町民や、地域団体のSDGsに繋がる取組を
紹介、身近な取り組みへと

【教育機関での普及】
・学校独自の取組みを支援
・総合的な学習を活用した理解促進
・町事業との連携によるイベント開催等
・教育現場から、家庭への情報発信

【役場内での普及】
・職員向け研修会の開催
H30～R2：４回開催
・各部署における取り組みを明確化
・横の連携による相乗効果を検討、
プロジェクトチームによる企画立案

【外部への普及】
・SNSや広報誌を活用した町の取り組みの情報発信
・「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」「九州SDGs経営推
進フォーラム」等を活用した取組紹介
・有機農業による協力企業と事業展開を図る
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●スマート有機農業の実証
●販路拡大事業
●地産地売システムの構築
●グリーン農業宣言の活動普及

●エコライフ支援事業
●家畜ふん尿を活用したバイオガ
ス発電の導入
●竹林整備による農地復元、竹資
源（竹粉）を活用した土壌改善

社会 ⇒ 経済
幼少期より山都町の「食」や「農」に触れる
ことにより、郷土愛を育み、将来的に地域
の担い手、農業の担い手へとなる人材の
増加へと繋がる

環境 ⇒ 経済
竹資源（竹粉）の活用により土壌環
境が改善され有機農業基盤の更な
る向上が見込まれる

環境 ⇒ 社会
美しい農村風景や、豊かな自然のなか
で体験と観光を通じて、山都町に魅力
を感じ、関係人口の増加へと繋がる

社会 ⇒ 環境
社会面の取り組みが強化されることに
より、荒廃した農地や林地の管理が可
能となり、耕作放棄地を減らし、災害に
強い基盤強化へと繋がる

経済 ⇒ 環境
有機農業の拡大・推進により、新規
就農者が増加し、耕作放棄地の活
用が進み、田園風景の維持へと繋
がる

環境

経済 社会

●新規就農者定着に向けた町
内研修
体制の確立
●子どもたちへの農山村体験
●世代間交流
●住環境整備

経済 ⇒ 社会
山都町産食材等のブランド化が進むこと
により、需要が拡大、生産量を増やすた
めの農地拡大や雇用の発生へと繋がる

経済・社会・環境の各側面の相乗効果

・生産者を核としたプラットフォームの形成
・体験型農業等を通した関係人口の増加
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プラットフォーム

・今ある団体等と
の合意形成
・ロードマップ作成

・目指す将来像を
明確に

団体形成

・事業の核となる
団体を育成

・ソーシャルビジ
ネス
・参画者を増やす

山都町地域商社

・稼げる事業（ECサイ

ト運営・体験型農業
の収益）

・町民や関係人口を
巻き込む

・新規就農者研修体
制の拡大

・地域金融機関・・・団体の熊本県登録制度への登録を目指し、融資の優遇措置や、経営改善への協力を仰ぐ
・民間投資・・・企業版ふるさと納税を活用した、民間資金の募集

自立的好循環の具体化に向けた事業の実施

「農・食・命」 山都町ファンの獲得を目指して

経済
有機農業の
拡大・推進

社会
地域を支える
人材育成

環境
美しい農村景観
を次世代へ

好循環
住民参画の持
続可能な社会
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